
 

の分布は、警察の検視立ち会いに従事

している医師の現状をある程度反映

しているものと見られる。

回答者の

の検視との関わりについて

可として尋ねたところ

(614

関の開設者、管理者であり、また

以上

警察医、警察協力医などとして登録さ

れている医師であった。一方で、法医

学教室等の研究者

立場

った。

 回答者が所属する

5)では、

診療所、

８割弱

療所であった。また、開設主体別

-6)では、全体の

2.5％が個人で、これら二者で全体の

９割を占めた。なお、所属施設の所在

地を都道府県別で尋ねた質問

については、本調査

から、

数に応じて

付したことから

に既存の

弱によって回答率に大きな差異が見

られたものであり、検視立ち

の実態との関連性は

次に回答者の検案業務経験につい

ての質問では、年間の経験例数

7)は、全体

0例以下である一方、

の分布は、警察の検視立ち会いに従事

している医師の現状をある程度反映

しているものと見られる。

回答者の所属

の検視との関わりについて

として尋ねたところ

614名)の8割以上

関の開設者、管理者であり、また

以上(324名)が警察の検視立ち会い医、

警察医、警察協力医などとして登録さ

れている医師であった。一方で、法医

学教室等の研究者

立場(18名)との回答も少数ながらあ

った。 

回答者が所属する

では、全体(614

診療所、16.4％が病院であり、およそ

８割弱(78.2％

療所であった。また、開設主体別

では、全体の

％が個人で、これら二者で全体の

９割を占めた。なお、所属施設の所在

地を都道府県別で尋ねた質問

については、本調査

から、各都道府県医師会宛に

数に応じて按分

たことから

に既存の警察医会

弱によって回答率に大きな差異が見

られたものであり、検視立ち

の実態との関連性は

次に回答者の検案業務経験につい

の質問では、年間の経験例数

は、全体(614

例以下である一方、

の分布は、警察の検視立ち会いに従事

している医師の現状をある程度反映

しているものと見られる。

所属施設での立場と警察

の検視との関わりについて

として尋ねたところ(図

割以上(514名)

関の開設者、管理者であり、また

が警察の検視立ち会い医、

警察医、警察協力医などとして登録さ

れている医師であった。一方で、法医

学教室等の研究者(17名)や監察医の

との回答も少数ながらあ

回答者が所属する施設の

614名)の65.8

％が病院であり、およそ

％)が有床又は無床の診

療所であった。また、開設主体別

では、全体の47.6％が医療法人、

％が個人で、これら二者で全体の

９割を占めた。なお、所属施設の所在

地を都道府県別で尋ねた質問

については、本調査では、

各都道府県医師会宛に

按分した数の調査票

たことから、都道府県医師会

警察医会との連携

弱によって回答率に大きな差異が見

られたものであり、検視立ち

の実態との関連性は見られない

次に回答者の検案業務経験につい

の質問では、年間の経験例数

614名)の約2割

例以下である一方、50例から

の分布は、警察の検視立ち会いに従事

している医師の現状をある程度反映

しているものと見られる。 

での立場と警察

の検視との関わりについて複数回答

図a-3)、全体

)が、医療機

関の開設者、管理者であり、また半数

が警察の検視立ち会い医、

警察医、警察協力医などとして登録さ

れている医師であった。一方で、法医

や監察医の

との回答も少数ながらあ

の種別(図a-

65.8％が無床

％が病院であり、およそ

が有床又は無床の診

療所であった。また、開設主体別(図a

％が医療法人、4

％が個人で、これら二者で全体の

９割を占めた。なお、所属施設の所在

地を都道府県別で尋ねた質問(図a-4)

では、日本医師会

各都道府県医師会宛に所属会員

調査票を送

都道府県医師会ごと

連携体制の強

弱によって回答率に大きな差異が見

られたものであり、検視立ち会い業務

見られない。 

次に回答者の検案業務経験につい

の質問では、年間の経験例数(図a-

割(146名)が1

例から100例が

- 10 - 

の分布は、警察の検視立ち会いに従事

している医師の現状をある程度反映

での立場と警察

複数回答

、全体

が、医療機

半数

が警察の検視立ち会い医、

警察医、警察協力医などとして登録さ

れている医師であった。一方で、法医

や監察医の

との回答も少数ながらあ

-

％が無床

％が病院であり、およそ

が有床又は無床の診

a

4

％が個人で、これら二者で全体の

９割を占めた。なお、所属施設の所在

4)

日本医師会

員

を送

ごと

制の強

弱によって回答率に大きな差異が見

会い業務

次に回答者の検案業務経験につい

-

1

例が

14.2

3％

る医師も

(7名

超える回答者もあり、わが国の医師全

体からみれば、一部の医師が検案業務

の大部分を担っているという実態を

推察することができる。

経験年数を

(図

1％

年数についてもほぼ

あり、本調査の回答者の範囲において

は、全体的には経験年数の均衡が保た

れていると見ることができる。

また、検案業務の頻度

ては、

立ち会うことが日常的にあるとの回

答であったが、本調査の趣旨からは想

定される結果といえる。

図

図

70代, 
110, 

17.9%

14.2％(87名)

％(63名)と、

る医師も相当数あった。中には、

名)と少数ではあるが、年間

超える回答者もあり、わが国の医師全

体からみれば、一部の医師が検案業務

の大部分を担っているという実態を

推察することができる。

経験年数を5年ごとに集計したところ

図a-8)、5年から

％と最も多かったが、その他の経験

年数についてもほぼ

あり、本調査の回答者の範囲において

は、全体的には経験年数の均衡が保た

れていると見ることができる。

また、検案業務の頻度

ては、79.0％(485

立ち会うことが日常的にあるとの回

答であったが、本調査の趣旨からは想

定される結果といえる。

 

 

女性, 14, 
2.3%

図a-1 回答者の

図a-2 回答者の

50代
172, 

28.0%

60代, 
215, 

35.0%

80代以
上, 55, 
9.0%

)、100例から

、多くの症例を担当され

相当数あった。中には、

ではあるが、年間

超える回答者もあり、わが国の医師全

体からみれば、一部の医師が検案業務

の大部分を担っているという実態を

推察することができる。回答者の検案

年ごとに集計したところ

年から10年との回答が

と最も多かったが、その他の経験

年数についてもほぼ1割以上の回答が

あり、本調査の回答者の範囲において

は、全体的には経験年数の均衡が保た

れていると見ることができる。

また、検案業務の頻度(図

(485名)が警察の検視に

立ち会うことが日常的にあるとの回

答であったが、本調査の趣旨からは想

定される結果といえる。 

回答者の年齢層からみた人数と割合

回答者の性別からみた人数と割合

20代
1, 0.2%
30代

0.8%

代, 
172, 

28.0%

代以
, 55, 
無回答, 
5, 0.8%

例から200例が10.

の症例を担当され

相当数あった。中には、1.1

ではあるが、年間500例を

超える回答者もあり、わが国の医師全

体からみれば、一部の医師が検案業務

の大部分を担っているという実態を

回答者の検案

年ごとに集計したところ

年との回答が19.

と最も多かったが、その他の経験

割以上の回答が

あり、本調査の回答者の範囲において

は、全体的には経験年数の均衡が保た

れていると見ることができる。 

図a-9)につい

が警察の検視に

立ち会うことが日常的にあるとの回

答であったが、本調査の趣旨からは想

 

男性
543, 

88.4%

無回答
57, 9.3%

年齢層からみた人数と割合

からみた人数と割合

代, 
1, 0.2%
代, 5, 

0.8%
40代, 51, 

8.3%

10.

の症例を担当され

1.1％

例を

超える回答者もあり、わが国の医師全

体からみれば、一部の医師が検案業務

の大部分を担っているという実態を

回答者の検案

年ごとに集計したところ

19.

と最も多かったが、その他の経験

割以上の回答が

あり、本調査の回答者の範囲において

は、全体的には経験年数の均衡が保た

につい

が警察の検視に 

立ち会うことが日常的にあるとの回

答であったが、本調査の趣旨からは想

男性, 
543, 

88.4%

無回答, 
57, 9.3%

年齢層からみた人数と割合 

からみた人数と割合 



 

 

「検視立会い医」「協力医」などとして登録や嘱託を受けている）

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

2.6%

0.0%
1.3%

2.4%

図a-3 所属

警察の検視に立ち会う（「警察医」
「検視立会い医」「協力医」などとして登録や嘱託を受けている）

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

1.3%

2.4%
1.0%

0.8%
0.8%

1.1%
1.6%

1.6%

所属施設での立場と警察の検視との関わりからみた

医療機関の開設者、管理者・・・・

研究者(法医学教室、病理学教室など

警察の検視に立ち会う（「警察医」
「検視立会い医」「協力医」などとして登録や嘱託を受けている）

監察医

図a-4 

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

1.6%
1.6%

6.2%

3.6%

5.5%

0.0%

2.0%
1.5%

図a-5 

での立場と警察の検視との関わりからみた

医療機関の開設者、管理者・・・・

A以外の勤務医

法医学教室、病理学教室など

警察の検視に立ち会う（「警察医」
「検視立会い医」「協力医」などとして登録や嘱託を受けている）

監察医(常勤、非常勤を問わず

無回答

 所属施設が

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

2.0%
1.5%0.8%

0.3%

1.1%
0.8%

2.8%

0.0%

 所属施設の種別からみた人数と割合

無床診療所, 
404, 65.8%
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での立場と警察の検視との関わりからみた

医療機関の開設者、管理者・・・・A

以外の勤務医

法医学教室、病理学教室など)

「検視立会い医」「協力医」などとして登録や嘱託を受けている）

常勤、非常勤を問わず)

無回答

40

17

18

4

6.5%

2.8%

2.9%

0.7%

施設が所在する都道府県別割合

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

2.8%

0.0%

4.9%

1.6%
1.1%

1.5%

13.2%

5.7%

の種別からみた人数と割合

監察医務機
関、研究機
関 (大学法
医学教室等) 
等 , 20, 

3.3%

での立場と警察の検視との関わりからみた

514

324

6.5%

2.8%

2.9%

0.7%

都道府県別割合

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

13.2%

5.7%

1.3%1.3%
0.7%

1.5%

2.0%
2.0%

の種別からみた人数と割合

病院

有床診療所
76, 12.4%

監察医務機

) 
その他

0.8%

無回答, 8, 
1.3%

での立場と警察の検視との関わりからみた人数と割合

514

52.8%

都道府県別割合 

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

2.0%
2.0%

1.6%
0.3%

1.6%
0.0%

0.8%

の種別からみた人数と割合 

病院, 101, 
16.4%

有床診療所, 
76, 12.4%

その他, 5, 
0.8%

, 8, 

と割合(複数回答可) 

83.7%

52.8%

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

0.8%

7.7%

1.3%
2.4%

0.0%
1.3%

1.5%

 

83.7%

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

無
回
答

1.3%
1.5%

1.8%
1.6%

3.4%



 

 

図a-7 年間

0件
10件以下
20件以下
30件以下
40件以下
50件以下

100件以下
200件以下
500件以下

500件超
無回答

社会福祉法人

年間（H.26年

数からみた人数と割合

件

件以下
件以下
件以下

件以下
件以下
件以下

件以下
件以下
件超

無回答

51

72
54

43
32

63
16
7

43

5.2%

2.6%
1.1%

図a-6 所属施設の開設主体別からみた人数と割合

社会保険関係

社会福祉法人, 1, 
0.2%

個人

年1月～12月）

数からみた人数と割合

146
72

87
63

8.3%

11.7%
8.8%

7.0%
5.2%

14.2%
10.3%

2.6%

7.0%

図a-9 

警察の
検視に
立会うこ
とが日常
的にあ
る, 485, 
79.0%

所属施設の開設主体別からみた人数と割合

社会保険関係, 1, 
0.2%

医療法人, 292, 
47.6%

個人, 261, 42.5%

その他

月）の検案経験

数からみた人数と割合 

23.8%

11.7%

14.2%
10.3%

 検案業務の頻度からみた人数と割合

警察からの依
頼以外で、検案
をすることが
時々ある
～5回程度
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所属施設の開設主体別からみた人数と割合

, 292, 

その他, 2, 0.3%
無回答

図a-8 

23.8%

35年以
下, 19, 
3.1%

40
下
4.7%

検案業務の頻度からみた人数と割合

警察からの依
頼以外で、検案
をすることが
時々ある(年に3
回程度), 18, 

2.9%

無回答

検案をおこなう
ことは稀である

80, 13.0%

所属施設の開設主体別からみた人数と割合

国 (独立行政法人
を含む)    , 8, 1.3%

財団法人、社団法
人

無回答, 13, 2.1%

 検案業務経験年数からみた人数と割合

25年以
下, 45, 
7.3%

30年以
下, 88, 
14.3%

年以
, 19, 

3.1%

40年以
下, 29, 
4.7%

40年超
17, 2.8%

検案業務の頻度からみた人数と割合

無回答, 31, 
5.0%

検案をおこなう
ことは稀である, 

80, 13.0%

所属施設の開設主体別からみた人数と割合 

独立行政法人
)    , 8, 1.3%

都道府県、市町村
(大学の開設者を
除く), 17, 2.8%

公的機関(日赤、
済生会など) , 4, 

0.7%

私立学校法人、国
立大学法人、都道
府県等(大学の開
設者), 7, 1.1%

財団法人、社団法
, 8, 1.3%

検案業務経験年数からみた人数と割合

0, 6, 1.0%

20年以
下, 88, 
14.3%

年以
, 88, 

14.3%

年超, 
17, 2.8%

無回答, 
38, 6.2%

検案業務の頻度からみた人数と割合 

半年に一度
程度, 18, 2.9%

1年に一度程
度, 20, 3.3%
2年以上に一
度程度

4.1%
無回答

2.8%

都道府県、市町村
大学の開設者を

), 17, 2.8%

日赤、
) , 4, 

私立学校法人、国
立大学法人、都道
大学の開

), 7, 1.1%

検案業務経験年数からみた人数と割合

0, 6, 1.0%

1
13, 2.1%

5年以下
73, 11.9%

10
下
19.1%15年以

下, 81, 
13.2%

半年に一度
, 18, 2.9%
年に一度程
, 20, 3.3%
年以上に一
度程度, 25, 

4.1%
無回答, 17, 

2.8%

検案業務経験年数からみた人数と割合 

1年以下, 
13, 2.1%

年以下, 
73, 11.9%

10年以
下, 117, 
19.1%
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b.回答者自身が直近に経験した死体

検案事例をもとにした質問について 

２番目の質問群では、回答者自身が

直近に経験した死体検案事例一件に

ついて、具体的な内容を問うものであ

り、調査結果は、図b-1～b-13のとお

りである（n=614）。 

まず、質問の対象となる、直近に検

案をおこなった一事例について、その

発生曜日と時間帯について尋ねたと

ころ、全体(614名)のおよそ6割が平日、

また時間帯別ではほぼ半数が午前8時

から午後5時のいわゆる日勤帯であっ

た。全曜日を通じての深夜0時から午

前8時の時間帯では8.1％(50名)であ

った(図b-1)。 

次に、その検案事例をどのような経

緯で担当することとなったかの問い

に対しては、９割以上が「警察から検

視立ち会いを依頼され、一連の流れで

検案を実施した」事例であった。また、

「その他」として回答のあった中には、

「患者家族から往診の依頼を受けた」

例や、「警察産業医として出務中に依

頼された」例なども見られた（図b-2）。 

次に、その検案に際して具体的に行

われた検査等について複数回答可と

して質問したところ(図b-4)、614名中

281名が「髄液・体液・血液・尿等の

生理・生化学的検査」を実施したと答

え、次いで、薬毒物検査(146名)、死

亡時画像診断(128名)、解剖(102名)と

いう順であった。 

なお、検査は実施されていないとの

回答も223名であった(図b-3)。(ただ

し、検査の有無についての質問には無

回答のものも同数の223名あったが、

その中には、実際に行われた検査項目

を具体的に回答している調査票が187

例も見られたので、検査の有無につい

ての集計結果は参考として示すにと

どめる。) 

さらに、図b-4で実施したと回答が

あったそれぞれの検査について、それ

らの検査をどこで実施したか、費用は

いずれが負担したのか、他施設で実施

した場合にその検査結果は検案担当

医に情報提供がなされたかについて

尋ねた。 

まず、検査項目ごとに実施した施設

の区分(図b-5)を見ると、自施設での

実施割合が比較的高いのは、死亡時画

像診断(全128例)で、およそ4割であっ

た。一方、薬毒物検査(146例中の69.

9％)と解剖(102例のうち66.7％)では

他施設に依頼される割合が高かった。 

また、費用負担の別(図b-6)では、

公費負担による実施率が高かったの

は薬毒物検査の75.3％で、生理・生化

学的検査(55.5％)、Ai(52.3％)、解剖

(56.9％)と比較して顕著であった。一

方、遺族負担の割合が比較的高かった

のは、生理・生化学的検査(9.3％)と 

Ai(10.9％)で、他の検査項目がいずれ

も1％未満であるのとは対照的である。 

これらの検査の結果について、検案

担当医への情報提供があったか否か

については、いずれの検査においても

およそ６割前後で情報提供があると

の回答であった。その中では、薬毒物

検査(66.4％)とAi(65.6％)がやや高

い結果であり、反対に解剖については 


